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51-1-1-01 民間事業者等と連携した情報の発信 315

51-1-1-02 協働の推進 315

51-1-1-03 ＣＳ９０＋運動の全市的推進 316

51-1-1-04 庁内の公民連携意識の向上 316

51-1-1-05 公民連携セミナーの開催 317

51-1-1-06 こども若者ファシリテーターの活躍 317

51-1-2-01 民間事業者等の連携・協定による公共サービスの充実 319

51-1-2-02 ＮＰＯ法人の設立支援 319

51-1-2-03 民間提案の事業化 320

51-1-2-04 マッチングファンド制度による協働事業の促進 320

51-1-2-05 大学との連携の推進 321

51-1-2-06 公民連携による事業手法の検討 321

52-1-1-01 市民に分かりやすい情報発信 327

52-1-1-02 市民に信頼される広聴機能の充実 327

52-1-2-01 区役所窓口総合サービスの向上 329

52-1-3-01 職員のコンプライアンス意識の更なる向上 331

52-2-1-01 事務事業の見直しによる健全財政の維持 334

52-2-1-02 補助事業等の見直し 334

52-2-1-03 公共施設マネジメントの推進 335

52-2-1-04 市税の収納率の向上 335

52-2-1-05 国民健康保険税の収納率の向上 336

52-2-1-06 介護保険料の収納率の向上 336

52-2-1-07 保育料の収納率の向上 337

52-2-1-08 ふるさと応援寄附の充実と地方創生応援税制の活用 337

52-2-1-09 未利用資産の適正化と市有財産の有効活用 338

52-2-1-10 学校用務業務及び保育園用務業務等の民間力活用の推進 338

52-2-1-11 外郭団体の健全運営 339

52-2-1-12 使用料・手数料の見直し 339

52-2-2-01 水道事業の健全経営 341

52-2-2-02 下水道事業の健全経営 341

事業一覧

掲載頁事業名

第２章　高品質経営市役所

第１章　市民協働・公民連携

Ⅱ　質の高い都市経営の実現

事業コード
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掲載頁事業名事業コード

52-2-2-03 病院事業の健全経営 342

52-3-1-01 職場のコミュニケーションの活性化 345

52-3-1-02 一職員一改善提案制度の推進 345

52-3-1-03 研修を通じた成長意識の向上と組織風土の醸成 346

52-3-2-01 働きやすい職場環境整備の推進 349

52-3-2-02 働きやすさと働きがいの向上のための人事諸制度の推進 349

52-4-1-01 窓口ＤＸの推進 351

52-4-1-02 さいたまシティスタットの推進 352

52-4-1-03 デジタル技術のガバナンス推進 353

52-4-1-04 デジタル人材の育成 353

52-4-1-05 市民アプリ・デジタル地域通貨の活用 354

52-4-1-06 多様な主体の連携によるデジタル技術の活用支援 354

52-5-1-01 提案募集制度の活用 357

52-5-1-02 指定都市市長会による連携 357

52-5-1-03 九都県市首脳会議による連携 358

52-6-1-01 訪問意向の形成 361

52-6-2-01 定住意向の形成 363

52-6-3-01 市民の地域への愛着・誇りの醸成 365
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⑴ 市民協働・公民連携意識の醸成
51-1-1-01

51-1-1-02
施策展開１

　市やまちづくりに関する情報を、広報紙やホームページのほか、様々な媒
体や手法を活用しながら積極的かつ適正に提供することで、多様な主体の協
働・連携に対する関心を高め、協働・連携への参加意欲の向上を図ります。

第１章　市民協働・公民連携

第１節
多様な主体とともに進め
るまちづくり

＜目指す方向性＞

　当事者意識を持って主体的に取り組む市民、市民活動団体、事業者、大学など多様な主体と市との協
働・連携を推進し、社会や地域の課題に対して効果的に取り組むまちを目指します。

51-1-1-04

⑵ 市民協働・公民連携を推進する仕組みづくり
51-1-2-01

施策展開３
　多様な主体と、魅力あるまちづくりや持続可能な都市経営の実現を目指し
た対話を積極的に重ね、課題や取組方法等に関する認識の共有と、協働・連
携に対する当事者意識と主体性の向上を図ります。

こども若者ファシリテーターの活躍

施策展開２
　変化の激しい社会環境や地域の課題の把握に努め、持続可能な都市経営の
実現や課題の解決に向けて、行政内部で部署を横断した積極的な情報の共有
とコミュニケーションを図ります。

51-1-1-03

民間事業者等の連携・協定による公共
サービスの充実

51-1-1-05

施策展開１
　多様化・複雑化するニーズに対応するため、当事者意識と主体性を持った
パートナーを発掘します。

51-1-2-02

施策展開２
　当事者意識と主体性を持った人材を育成するとともに、魅力あるまちづく
りに向けたニーズとの的確な整合を図るために、多様な主体をつなぐための
コーディネートを実施します。

ＮＰＯ法人の設立支援

民間提案の事業化

51-1-1-06

公民連携による事業手法の検討

施策展開４
　地域課題の解決や持続可能な都市経営の実現のために、専門的な知見や人
材等を有する事業者、大学との連携強化を進めます。

51-1-2-05

51-1-2-06

大学との連携の推進

施策展開３
　地域課題の解決に向けて、多様な主体と課題や目的を共有し、対等なパー
トナーとして役割を分担しながら、協働・連携を積極的に実施します。

51-1-2-03

民間事業者等と連携した情報の発信

協働の推進

ＣＳ９０＋運動の全市的推進

庁内の公民連携意識の向上

公民連携セミナーの開催

施策展開５
　事業の特性に応じた最適な手法と体制を検討し、幅広い主体の参加を促し
ながら、協働・連携を推進します。

51-1-2-04

マッチングファンド制度による協働事業
の促進
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１

２

項番

１

２

３

４

５

６ 51-1-1-06
こども若者ファシリテーターの
活躍

　市民を始めとする多様な主体や職員に対して、市民活動団体と市等による協
働事業やその理念、意義等を伝え、協働意識を高めます。

　公民連携の取組を円滑に導入できる組織風土の醸成を目指します。

　民間事業者等の公民連携の意識の醸成を図ります。51-1-1-05 公民連携セミナーの開催

51-1-1-02 協働の推進

51-1-1-04 庁内の公民連携意識の向上

　子ども・若者を始めとする市民が、地域のまちづくりについて対話をし、認
識を深める契機とします。

実施計画事業

51-1-1-03 ＣＳ９０＋運動の全市的推進
　市民満足度90％以上達成までの残り３％を官民一体で押し上げるため、市内
の企業・団体へＣＳ９０＋運動を更に拡大させます。

事業コード 事業名 事業目的

51-1-1-01
民間事業者等と連携した情報の
発信

　市民への市の事業の周知を強化するとともに、公民連携に取り組む民間事業
者等の意識の醸成を目指します。

施策 51-1-1

市民協働・公民連携意識の醸成

施策マネジメント局 施策マネジメント課

 都市戦略本部 行財政改革推進部

市民局 市民協働推進課

53.8％
（令和６年度）

60％

90人

成果指標 実績
最終目標

（令和12年度）

地域活動・まちづくりに参加したいと思う市民の割合

公民連携セミナーの参加者数
70人

（令和６年度）
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事業内容

　市が進める事業や市と民間事業者等が連携して実施する事業の情報を、市の広報媒体だけでなく民間事業者等
と連携して発信します。
・ホームページやＳＮＳなどによる広報を行います。
・民間事業者等との情報発信体制の構築及び発信を行います。

令和12年度まで
の５年間で
1,750件

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴

民間事業者等の
広報媒体等を活
用した情報の発
信件数

件
311

(令和６年度)
330 340 350 360 370

民間事業者等と連携した情報の発信

―  

事 業 51-1-1-01

事業目的
　市民への市の事業の周知を強化するとともに、公民連携に取り組む民間事業者等の意
識の醸成を目指します。

行財政改革推進部

他施策への貢献 ５年間の財政効果

事業課

協働の推進

―  

事 業 51-1-1-02

事業目的
　市民を始めとする多様な主体や職員に対して、市民活動団体と市等による協働事業や
その理念、意義等を伝え、協働意識を高めます。

市民協働推進課

他施策への貢献

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

５年間の財政効果

事業課

事業内容
　冊子、市ホームページ、ＳＮＳなど様々な媒体を活用し、本市の協働事業に関する情報を積極的に発信しま
す。また、本市職員に対し、ワークショップやオンラインを活用するなど最適で効果的な手法を用いて、市民活
動団体との協働に関する研修を実施します。

⑴
本市の協働事業
数

件
428

(令和６年度)
460 470 480 490 500

⑵

職員研修受講者
のうち協働への
理解が深まった
人の割合

％
98.8

(令和６年度)
90 90 90 90 90

令和12年度に
500件

令和12年度まで
90％を維持
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※

事業課

他施策への貢献 ５年間の財政効果

事業内容

・ＣＳ９０＋運動の趣旨に賛同し、市民満足度の向上及びＳＤＧｓの達成に取り組む企業・団体等を増やすた
め、市とともに運動を推進する「ＣＳ・ＳＤＧｓパートナーズ」を募集します。

・ＣＳ
※
の向上、ＳＤＧｓ達成に向けた市民参加型の取組を、市とＣＳ・ＳＤＧｓパートナーズが連携して行いま

す。
・ＣＳ・ＳＤＧｓパートナーズが行っているＣＳ向上、ＳＤＧｓ達成に向けた地域と連携した取組等を情報発信
し、その情報を見て取組を始める企業・団体を増加させる好循環を目指します。

ＣＳ９０＋運動の全市的推進

―  

事 業 51-1-1-03

事業目的
　市民満足度90％以上達成までの残り３％を官民一体で押し上げるため、市内の企業・

団体へＣＳ９０＋
プラス

運動を更に拡大させます。

都市経営戦略部

80

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴

ＣＳ・ＳＤＧｓ
パートナーズの
市内企業・団体
数

団体
74

(令和６年度)
80

⑵

ＣＳ・ＳＤＧｓ
パートナーズに
よるＣＳ・ＳＤ
Ｇｓに資する市
民参加の取組数

件 ― 80 90 100 110 120

令和12年度まで
の５年間で400
団体

令和12年度まで
の５年間で500
件

ＣＳ…Citizen Satisfactionの略で、市民満足度（「さいたま市が住みやすい」と思う人の割合）のこと。

80 80 80

事業課

他施策への貢献 ５年間の財政効果

事業内容
　職員研修等を通じて庁内における公民連携の意識を醸成するとともに、所管課からの相談や提案とのマッチン
グを通じてコミュニケーションを図り、公民連携の取組を推進します。

庁内の公民連携意識の向上

―  

事 業 51-1-1-04

事業目的 　公民連携の取組を円滑に導入できる組織風土の醸成を目指します。

行財政改革推進部

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴

職員研修におい
て、「公民連携意
識の向上につな
がった」と回答し
た職員の割合

％
94.4

(令和７年度)
90 90 90 90 90

令和12年度まで
90％を維持
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事業課

他施策への貢献 ５年間の財政効果

事業内容
　公民連携にかかるプラットフォーム「さいたま公民連携コミュニティ」の参加事業者等を対象に、公民連携に
関する先進事例や本市が実施を予定している政策、解決に向けて協力してほしい課題等を説明し、民間事業者等
が本市の政策に参入しやすい風土を醸成します。

公民連携セミナーの開催

―  

事 業 51-1-1-05

事業目的 　民間事業者等の公民連携の意識の醸成を図ります。

行財政改革推進部

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴

公民連携の意欲
が向上した民間
事業者等の割合

％ ― 90 90 90 90 90
令和12年度まで
90％を維持

令和12年度まで
15人を維持

令和12年度まで
90％を維持

⑵
対話の場参加者
の満足度

％
97.5

(令和６年度)
90 90 90 90 90

⑴

市民ファシリ
テーターの新規
登録者数

人
19

(令和６年度)
15 15 15 15 15

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

他施策への貢献 ５年間の財政効果

事業内容
　ファシリテーション技術を持つ子ども・若者を育成するため、ファシリテーター講座を開催し、修了者を市民
ファシリテーターとして市へ登録します。また、子ども・若者が地域のまちづくりに参加し活躍する機会とする
ため、育成したファシリテーターをまちづくりに関する対話の場に派遣します。

こども若者ファシリテーターの活躍

―  

事 業 51-1-1-06

事業目的
　子ども・若者を始めとする市民が、地域のまちづくりについて対話をし、認識を深め
る契機とします。

市民協働推進課事業課
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１

２

５

６

項番

１

２

３

４

30.0％
（令和６年度）

42％

145事業者

成果指標 実績
最終目標

（令和12年度）

地域活動・まちづくりに参加したことがある市民の割合

協定等に基づき連携した事業者数
133事業者

（令和６年度）

施策 51-1-2

市民協働・公民連携を推進する仕組みづくり

施策マネジメント局 施策マネジメント課

 都市戦略本部 行財政改革推進部

市民局 市民協働推進課

　市の財政負担を軽減し、民間活力による市民サービスの向上を図ります。

実施計画事業

51-1-2-03 民間提案の事業化 　民間事業者等の参入機会の創出と市民サービスの更なる向上を図ります。

事業コード 事業名 事業目的

51-1-2-01
民間事業者等の連携・協定によ
る公共サービスの充実

　民間事業者等の参入機会の創出と市民サービスの更なる向上を図ります。

51-1-2-06 公民連携による事業手法の検討

　主体的に協働を担うＮＰＯ法人の設立を支援します。

　市民活動団体と市が地域課題の解決へ向けて取り組む協働事業を促進しま
す。

　大学コンソーシアムさいたまと連携し、地域課題の解決を目指します。51-1-2-05 大学との連携の推進

51-1-2-02 ＮＰＯ法人の設立支援

51-1-2-04
マッチングファンド制度による
協働事業の促進
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他施策への貢献 ５年間の財政効果

事業課

事業内容

　民間事業者等と連携・協定を締結し、様々な分野での取組を推進することにより、市民サービスの更なる向上
を図ります。
・民間事業者等との対話を行い、所管課とのマッチングを行います。
・課題の解決に向けて、連携を進める民間事業者等と包括的な連携・協定を締結します。

民間事業者等の連携・協定による公共サービスの充実

―  

事 業 51-1-2-01

事業目的 　民間事業者等の参入機会の創出と市民サービスの更なる向上を図ります。

行財政改革推進部

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴

民間事業者等と
協定に基づき実
施した取組数

件
337

(令和６年度)
350 360 370 380 390

⑵ 包括協定締結数 件
23

(令和６年度)
27 29 31 33 35

令和12年度まで
の５年間で
1,850件

令和12年度に35
件

他施策への貢献 ５年間の財政効果

事業課

事業内容
　ＮＰＯ法人を設立し、市民活動や協働事業による社会課題の解決に取り組みたいと検討している市民に対し
て、ＮＰＯ法人設立のためのセミナーや相談対応を行います。

ＮＰＯ法人の設立支援

―  

事 業 51-1-2-02

事業目的 　主体的に協働を担うＮＰＯ法人の設立を支援します。

市民協働推進課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴
設立セミナー参
加者の満足度

％
97.9

(令和６年度)
90 90 90 90 90

令和12年度まで
90％を維持
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令和12年度まで
の５年間で25件

⑴
民間提案による
新規事業化件数

件
５

(令和６年度)
５ ５ ５ ５ ５

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業課

５年間の財政効果

事業内容

　民間事業者等と対話を重ね、市が持つ課題や企業等の考え方を共有します。また、課題解決に向けて民間事業
者等のノウハウやアイデアを活用することで、コスト削減を図るとともに、質の高い公共サービスを提供しま
す。
・課題の解決に向けて、民間事業者等からの提案を募集します。
・民間事業者等との対話を行い、所管課とのマッチングを行います。

民間提案の事業化

―  

事 業 51-1-2-03

事業目的 　民間事業者等の参入機会の創出と市民サービスの更なる向上を図ります。

行財政改革推進部

他施策への貢献

令和12年度まで
の５年間で５団
体

令和12年度まで
８事業を維持

令和12年度まで
100件を維持

⑶

団体希望助成事
業に新たに登録
した団体数

団体
２

(令和６年度)
１ １ １ １ １

⑵
協働のテーブル
の実施件数

件
91

(令和６年度)
100 100 100 100 100

⑴

マッチングファ
ンド制度による
助成事業数

事業
４

(令和６年度)
８ ８ ８ ８ ８

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

５年間の財政効果

事業課

事業内容
　市民活動団体と市が行う協働事業に対して、マッチングファンドから助成を行います。また、市民活動団体や
行政など多様な主体からの協働に関する相談に対応し、主体間をつなぐコーディネートを行うことで、協働事業
を促進します。

マッチングファンド制度による協働事業の促進

5,000 千円

事 業 51-1-2-04

事業目的 　市民活動団体と市が地域課題の解決へ向けて取り組む協働事業を促進します。

市民協働推進課

他施策への貢献
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令和12年度まで
120件を維持

⑴

市と大学の連携
により実施した
事業数

件
119

(令和６年度)
120 120 120 120 120

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

他施策への貢献 ５年間の財政効果

事業内容

　市と大学の連携及び大学間の連携の促進を図るため、大学コンソーシアムさいたまとの機能強化を図り、大学
連携を推進します。
・学生政策提案の実現に向けた支援を行います。
・学生が地域活性化のために行う取組に対して支援します。

大学との連携の推進

―  

事 業 51-1-2-05

事業目的 　大学コンソーシアムさいたまと連携し、地域課題の解決を目指します。

行財政改革推進部事業課

他施策への貢献 ５年間の財政効果

事業課

事業内容

　市の財政負担の軽減と市民サービスの向上に向けて、部局横断的な検討体制を構築することにより、事業の特
性に応じた最適な公民連携手法の導入を推進します。
・公民連携手法の導入を推進します。
・各事業の取組を支援します。

公民連携による事業手法の検討

35,000 千円

事 業 51-1-2-06

事業目的 　市の財政負担を軽減し、民間活力による市民サービスの向上を図ります。

行財政改革推進部

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴

成果連動型民間
委託契約方式
（ＰＦＳ）によ
る事業の実施

― ― 案件抽出 導入検討 案件形成
民間事業者の
選定・契約、
事業実施

事業効果検証

⑵ 広告料収入額 千円
90,000

(令和６年度)
92,000 94,500 97,000 99,500 102,000

令和12年度に事
業効果検証

令和12年度まで
の５年間で
485,000千円
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使用料・手数料の見直し

未利用資産の適正化と市有財産の有効活
用

52-2-1-11

52-2-2-02

52-2-2-03

水道事業の健全経営

下水道事業の健全経営

病院事業の健全経営

施策展開１
　公営企業におけるそれぞれの中期経営計画等に基づき、健全経営を推進し
ます。

52-2-1-08

52-2-1-06

52-2-1-07

52-2-1-10

学校用務業務及び保育園用務業務等の民
間力活用の推進

52-2-1-12

ふるさと応援寄附の充実と地方創生応援
税制の活用

52-2-1-09

国民健康保険税の収納率の向上

介護保険料の収納率の向上

保育料の収納率の向上

⑵ 公営企業の健全経営
52-2-2-01

52-2-1-03

　必要な市民サービスを維持し、かつ的確に行うため、効率的・効果的な財政運営を推進します。

⑴ 健全で持続可能な財政運営
52-2-1-01

事務事業の見直しによる健全財政の維持

施策展開１

　事務事業の緊急度、優先度を的確に把握し、費用対効果の検証等、ＰＤＣ
Ａサイクルに基づく事業の改善や見直しによる歳出の改革と市税等の自主財
源を始めとする歳入確保、公共施設の計画的な更新や長寿命化等に取り組む
ことにより、必要な財源を捻出し、将来世代に過度の負担を先送りすること
なく、財政運営の健全性を確保します。

52-2-1-02

52-2-1-04

52-2-1-05

補助事業等の見直し

公共施設マネジメントの推進

市税の収納率の向上

外郭団体の健全運営

⑶ 公正かつ適正な職務執行
52-1-3-01

第２節 健全財政の維持

＜目指す方向性＞

施策展開１

　コンプライアンスに関する取組強化の一環として、事務処理ミス及び事
件・事故の概要を公表することにより、市政運営の透明化を推進するととも
に、本市が組織として、事務処理ミス等の背景や原因を分析し、実態に即し
た業務改善を図り、再発防止策の実効性等を検証します。

職員のコンプライアンス意識の更なる向
上

⑵ 効果的・効率的な区役所窓口サービスの提供
52-1-2-01

施策展開１
　区役所における職員の接遇や窓口環境、案内サービスの向上等について、
各区役所での自主的・主体的な窓口改善の好事例を共有・拡大するととも
に、新たな取組の導入について検討します。

区役所窓口総合サービスの向上

施策展開２
　市政に関する意見を言える機会が確保されていることを広く市民に認知し
てもらうことにより、市政に対する信頼感、市民と本市の共有感を高めま
す。

施策展開１

　市民に対し市政情報を分かりやすい形で積極的に提供するとともに、市民
の関心や情報の入手方法等の変化を勘案して、既存の情報発信手法を見直
し、発信する情報やターゲット等に合わせた情報発信媒体を選択しながら、
効果的な広報を推進します。

52-1-1-02

第２章　高品質経営市役所

第１節
市民に信頼される開かれ
た市政運営

＜目指す方向性＞

　市民と本市の情報共有を図るとともに、適正な職務執行を通じて、市民に信頼される開かれた市政運
営を推進します。

⑴ 広報・広聴機能の充実
52-1-1-01

市民に分かりやすい情報発信

市民に信頼される広聴機能の充実
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職場のコミュニケーションの活性化

一職員一改善提案制度の推進

働きやすい職場環境整備の推進

窓口ＤＸの推進

さいたまシティスタットの推進

施策展開２

　高度な都市機能が集積する指定都市は、様々な行政サービスを提供する基
礎自治体であると同時に、圏域全体の活性化・発展のけん引役として重要な
役割を果たしていることから、能力や役割に見合った権限と財源が確保され
るよう、新たな大都市制度の創設等について、指定都市市長会を通じて、国
に対して提言・要請等を行います。

九都県市首脳会議による連携

施策展開３

　首都圏の都県市と連携して、それぞれの地域の資源やポテンシャルを活用
しながら、首都圏全体の活性化に向けた広域的な取組の推進を図ります。ま
た、首都圏の中枢を担う業務核都市との連携も深め、広域的な課題に対応す
るため、国に対して提言・要請等を行います。

⑴ 地方分権改革の推進と新たな大都市制度の創設
52-5-1-01

施策展開１

　地域の実情に応じた自主的・自立的な行財政運営を行うことができる真の
分権型社会の実現とその実現にふさわしい地方税財政制度の構築に向けて、
首都圏の都県市や指定都市等と連携を図り、更なる権限と税財源の移譲など
地方分権改革を積極的に進めます。

52-5-1-02

52-5-1-03

提案募集制度の活用

指定都市市長会による連携

第５節
真の分権型社会を担う自
主的・自立的な都市経営
の実現

＜目指す方向性＞

　地方分権改革の確実な推進や地方税財政制度の抜本的な見直しを国に働きかけ、地域の自主性・自立
性を高め、個性豊かで活力に満ちた地域社会の実現を目指します。

施策展開５

　健康・医療・介護、教育、防災、子ども、モビリティ、インフラ等の市民
の暮らしに密着した分野、中小企業支援等の産業分野において、デジタル技
術の導入やデータの連携を促し、地域社会における課題解決を推進します。
また、年齢や障害の有無などにかかわらず、誰もが安全・安心にデジタル技
術を活用できるよう、セキュリティを確保するとともに、情報格差（デジタ
ルデバイド）の是正を図ります。

施策展開３
　市民サービスの向上と業務効率化のための積極的なデジタル技術の活用に
取り組むとともに、各業務への適用、セキュリティの向上、システム運用の
実施体制及び相談、支援体制の強化を図ります。

施策展開４

　データを有効活用できる環境の整備、職員の意識向上やスキルアップ等に
より、政策立案、事業の見直し・改善におけるデータ活用を推進するととも
に、職員のデジタル活用スキル、デジタルリテラシー及びセキュリティ意識
の向上に取り組みます。また、デジタル技術を積極的に活用し、利用者の視
点に立った課題解決型の企画立案、業務改善ができるデジタル人材の育成に
取り組みます。

52-4-1-06

多様な主体の連携によるデジタル技術の
活用支援

デジタル人材の育成

市民アプリ・デジタル地域通貨の活用

52-4-1-05

52-4-1-02

52-4-1-03

52-4-1-04

施策展開２

　行政サービスのデジタル完結の実現に向けた取組を推進するとともに、行
政の透明性・信頼性の向上、地域課題の解決等に向けて、統計情報や地理空
間情報を始めとする本市が保有する様々なデータの可視化やオープン化を推
進します。

施策展開１
　多様化する市民ニーズや新しいライフスタイルに対応するため、窓口に係
る一連の手続のデジタル化を進め、電子申請等の利用を促進します。

デジタル技術のガバナンス推進

52-4-1-01

第４節
デジタル技術やデータを
活用した新しい時代の行
政運営

＜目指す方向性＞

　デジタル技術やデータを活用して、新しい時代の市民ニーズに応える効果的で効率的な行政運営を行
うとともに、地域社会のデジタル化を推進し、誰もが安全・安心にデジタル技術を活用できるよう、セ
キュリティを確保しながら、誰一人取り残されない、人に優しいデジタル社会の実現を目指します。

⑴ ＤＸの推進

52-3-2-02

働きやすさと働きがいの向上のための人
事諸制度の推進

⑵ 働く環境の整備
52-3-2-01

施策展開１
　事務の効率化や多様な働き方ができる勤務制度の導入により、生産性の高
い職場環境の整備を推進します。

施策展開３ 　様々な行政課題に対応するために、職員の育成を図ります。

52-3-1-03

研修を通じた成長意識の向上と組織風土
の醸成

施策展開２ 　職員一人ひとりが日常的に改善に取り組む組織風土の醸成を図ります。

施策展開１
　職場の風通しを良くしチーム力を高めるために、職場のコミュニケーショ
ンの向上を図ります。 52-3-1-02

第３節
市政を支える職員の育成
と働く環境の整備

＜目指す方向性＞

　市民サービスの更なる向上を図るため、事務の効率化や働きやすい環境を整備するとともに、地域社
会に貢献できる職員の育成に努めます。

⑴ 職員の育成
52-3-1-01
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※高品質経営市役所

　本市の特長を生かし、都市イメージの向上を図ります。

⑴ 地域資源等の発信による訪問意向の形成
52-6-1-01

施策展開１
　環境、スポーツなどの本市の強みや、優位性、伝統産業等の本市の地域資
源を編集集約し、市内外に情報発信することで、良好な都市イメージの定着

 を目指します。

施策展開１
　教育都市、交通の利便性等の本市の強みや優位性を魅力と捉え、ターゲッ
トを絞って情報発信することで「住みやすい」という都市イメージの定着を
目指します。

⑶ 市民を巻き込んだ情報発信等による市民の地域への愛着・誇りの醸成
52-6-3-01

⑵ 「住みやすさ」の発信による定住意向の形成
52-6-2-01

定住意向の形成

市民の地域への愛着・誇りの醸成

施策展開１
　本市の強みや優位性、地域資源等について、市民を巻き込んだ情報発信や
事業者等と連携した情報発信を行うことで、市民の地域への愛着・誇りの醸
成を図ります。

・職員にとっての「高品質経営市役所」

・市民からみた「高品質経営市役所」 …

…

　新たな取組を着実に実施するとともに、市民の声を市政に着実に反映させ、市民が
利用しやすいサービスを提供し、市民満足度が高い市役所

　職員の質が高く、行政内部の無駄が徹底的に排除された、職員にとって働きがいの
あるワーク・ライフ・バランスが確保された市役所

訪問意向の形成

第６節
さいたま市の特長を生か
した都市イメージの向上

＜目指す方向性＞
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１

２

項番

１

２ 　市政に対する信頼感と、市民と本市の共有感を高めます。52-1-1-02
市民に信頼される広聴機能の充
実

実施計画事業

事業コード 事業名 事業目的

52-1-1-01 市民に分かりやすい情報発信 　市民が必要としている情報を分かりやすく発信します。

施策 52-1-1

広報・広聴機能の充実

施策マネジメント局 施策マネジメント課

市長公室 広報課

― ―

65.9％
（令和６年度）

75％

69％

成果指標 実績
最終目標

（令和12年度）

必要としている市政情報を得ることができていると思う市民
の割合

市政に意見を言える機会や手段が備わっていると思う市民の
割合

34.3％
（令和６年度）
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※ さいたま市広報課及び各区役所Ｘ並びに市公式のFacebook、LINE、Instagramをフォローしている人の総計。

令和12年度に
70％

令和12年度に
400,000人

⑵
ＳＮＳの延べ登
録者数（※）

人
219,950

(令和６年度)
289,000 310,000 345,000 374,000 400,000

⑴

市ホームページ
を使いやすいと
評価した市民の
割合

％
50.7

(令和７年度)
52 54 56 66 70

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業内容

・市報、市ホームページ、テレビ広報番組やＳＮＳなど複数の広報媒体を連携させ、効果的かつ分かりやすい情
報発信を行います。
・市ホームページの視認性、検索性、操作性を高めて、分かりやすい情報発信を行います。
・ＳＮＳは発信する情報やターゲットに合わせて活用し、分かりやすい情報発信を行います。

市民に分かりやすい情報発信

５年間の財政効果

―  

事 業 52-1-1-01

事業目的 　市民が必要としている情報を分かりやすく発信します。

広報課

他施策への貢献

事業課

※

令和12年度に
77.8％

令和12年度まで
の５年間で
1,200件

⑵

市の広聴活動
（※）の実施件
数

件
220

(令和６年度)
240 240 240 240 240

アンケート調査やパブリック・コメント、タウンミーティング、ワークショップ、住民説明会等、市が行う市民意見を聴取する活動のこと。

⑴

広聴事業を利用
したい市民の割
合

％
61.8

(令和７年度)
65 68.2 71.4 74.6 77.8

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業内容

・より多くの市民の意向を的確に把握し、施策に反映できるように、広聴事業を実施します。
・市政に意見を言える機会や手段があることを広く市民に周知します。
・広聴事業の成果を市民に周知します。
・庁内各課の広聴にかかる取組を支援します。

市民に信頼される広聴機能の充実

５年間の財政効果

―  

事 業 52-1-1-02

事業目的 　市政に対する信頼感と、市民と本市の共有感を高めます。

広聴課事業課

他施策への貢献
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１

実施計画事業

事業コード 事業名 事業目的

52-1-2-01 区役所窓口総合サービスの向上 　区役所窓口における市民満足度の向上を図ります。

施策 52-1-2

効果的・効率的な区役所窓口サービスの提供

施策マネジメント局 施策マネジメント課

市民局 区政推進部

97.4％
（令和６年度）

90％

成果指標 実績
最終目標

（令和12年度）

区役所窓口利用者アンケートにおける満足度の割合

項番

１
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事業内容

　区役所における窓口環境等の向上に取り組みます。
・市民の利便性の向上と職員の負担軽減を図るための取組を継続します。
・区役所窓口の位置や案内を分かりやすくする取組を実施します。
・支所等で電子証明書の更新等の手続を可能とするなど、ＤＸを推進します。

区役所窓口総合サービスの向上

５年間の財政効果

―  

事 業 52-1-2-01

事業目的 　区役所窓口における市民満足度の向上を図ります。

区政推進部事業課

他施策への貢献

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴

区役所窓口での
手続が便利に
なっていると感
じる市民の割合

％
93.4

(令和６年度)
90 90 90 90 90

⑵

区役所窓口の位
置や案内が分か
りやすいと感じ
る市民の割合

％ ― 90 90 90 90 90

令和12年度まで
90％を維持

令和12年度まで
90％を維持
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１

項番

１

実施計画事業

事業コード 事業名 事業目的

52-1-3-01
職員のコンプライアンス意識の
更なる向上

　市民に信頼される誠実な行政運営の実現を目指します。

施策 52-1-3

公正かつ適正な職務執行

施策マネジメント局 施策マネジメント課

総務局 法務・コンプライアンス課

― ―

18.5％
（令和６年度）

11％

成果指標 実績
最終目標

（令和12年度）

事務処理ミスの再発率（同一所管における同様の事務処理ミ
スの再発生の割合）
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事業内容

・内部統制推進委員会等を開催することにより、内部統制制度を円滑に運用します。
・各局区における不祥事の発生を防止するための取組、事務処理ミスの再発防止策の作成支援及び事務処理ミス
等の一括公表を実施します。
・職員のコンプライアンス意識の維持・向上を図るため、効果的・効率的な研修を実施します。

職員のコンプライアンス意識の更なる向上

５年間の財政効果

―  

事 業 52-1-3-01

事業目的 　市民に信頼される誠実な行政運営の実現を目指します。

法務・コンプライアンス課

他施策への貢献

事業課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴

内部統制制度に
おけるリスクに
対する意識の向
上度

％
78.0

(令和６年度)
83 88 92 96 100

令和12年度に
100％
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１

10 52-2-1-10
学校用務業務及び保育園用務業
務等の民間力活用の推進

　民間力活用を推進し、効果的・効率的な管理運営を実現します。

　全ての補助金及び任意的な負担金について、支出の適正化を図ります。

　市税収納率の向上及び収入未済額の圧縮を図ります。

　国民健康保険事業の安定的な財政運営を行うために、国民健康保険税の収納
率向上を図ります。52-2-1-05 国民健康保険税の収納率の向上

52-2-1-02 補助事業等の見直し

52-2-1-04 市税の収納率の向上

　介護保険料の収納率の向上を図ります。

実施計画事業

52-2-1-03 公共施設マネジメントの推進
　計画的な改修・更新・複合化や長寿命化を推進することにより、効果的かつ
効率的な管理運営を行います。

事業コード 事業名 事業目的

52-2-1-01
事務事業の見直しによる健全財
政の維持

　財政収支に関する中期試算で見込まれている各年度の収支不足を解消し、健
全財政を維持します。

52-2-1-06

施策 52-2-1

健全で持続可能な財政運営

施策マネジメント局 施策マネジメント課

財政局 財政課

都市戦略本部 行財政改革推進部

実質公債費比率
※２

6.1％
（令和６年度）

実質公債費比率
※２

18％未満

成果指標 実績
最終目標

（令和12年度）

一般会計（普通会計
※１

）における財政指標

項番

１

２

３

４

５

６

７

８
　寄附金の受入れを増やし、財源の確保を図ります。また、地方創生応援税制
の活用により、本市の地方創生の取組をより一層推進します。

ふるさと応援寄附の充実と地方
創生応援税制の活用

介護保険料の収納率の向上

52-2-1-08

　保育料の収納率向上を図ります。52-2-1-07 保育料の収納率の向上

９ 52-2-1-09
未利用資産の適正化と市有財産
の有効活用

　自主財源の確保及び歳出の削減を行います。
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事業コード 事業名 事業目的項番

実質公債費比率…地方債の償還や一時借入金利子等の合計額の標準財政規模に対する比率のこと。

普通会計…地方公共団体における会計は、一般会計及び特別会計によって構成されるが、実施している事業の違いから、各地方公共団体に
よって、会計の範囲が異なっているため、全国統一の基準により、一般会計と特別会計の一部を合計した統計上の会計区分を普通会計とい
う。

※１

※２

12 52-2-1-12 使用料・手数料の見直し 　施設利用者等の負担が適正となるよう見直します。

11 52-2-1-11 外郭団体の健全運営
　「外郭団体の更なる健全運営に関する指針」に基づき、毎年度の取組計画を
策定し、ＰＤＣＡサイクルにより外郭団体の健全運営を推進します。
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当初予算編成に
おいて収支不足
額を解消

令和12年度まで
700,000千円を
維持

⑵

当初予算編成時
における既存事
務事業の見直し
額

千円
485,058

(令和８年度当
初予算編成時)

700,000 700,000 700,000 700,000 700,000

⑴

財政収支に関す
る中期試算に基
づく各年度にお
ける収支不足額
の解消

億円
276

(令和８年度当
初予算編成時)

345
(令和９年度
収支不足額)

403
(令和10年度
収支不足額)

354
(令和11年度
収支不足額)

476
(令和12年度
収支不足額)

449
(令和13年度
収支不足額)

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業内容

　社会経済状況等の変化を的確に捉え、本市にとって必要な事業を着実に実施するため、健全財政による市政運
営を維持する必要があります。このため、財政収支に関する中期試算で見込まれる各年度収支不足額の解消に努
めます。
　また、将来にわたり必要な市民サービスを維持し、かつ、的確に実施するために、既存事業の見直しを実施し
ます。

事務事業の見直しによる健全財政の維持

５年間の財政効果

10,500,000 千円

事 業 52-2-1-01

事業目的
　財政収支に関する中期試算で見込まれている各年度の収支不足を解消し、健全財政を
維持します。

行財政改革推進部 財政課

他施策への貢献

事業課

令和12年度に
5.10％

⑴

事業効果の小さ
い補助事業等の
割合

％
5.60

(令和６年度)
5.50 5.40 5.30 5.20 5.10

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業内容
　補助金等見直しメルクマール並びにさいたま市補助金・負担金の交付及び見直しに関する基準に基づき、成果
指標の設定、事業効果を検証し、補助金・負担金支出の見直しを実施します。

補助事業等の見直し

５年間の財政効果

―  

事 業 52-2-1-02

事業目的 　全ての補助金及び任意的な負担金について、支出の適正化を図ります。

財政課

他施策への貢献

事業課
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令和12年度まで
の５年間で100
件

⑴

ハコモノ施設に
おける予防保全
工事の件数

件
29

(令和６年度)
20 20 20 20 20

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業内容
　「さいたま市公共施設マネジメント計画・第２次アクションプラン」に基づく計画的な改修・更新等を行いま
す。

公共施設マネジメントの推進

５年間の財政効果

―  

事 業 52-2-1-03

事業目的
　計画的な改修・更新・複合化や長寿命化を推進することにより、効果的かつ効率的な
管理運営を行います。

資産経営課 公共建築課

他施策への貢献

事業課

事業内容

・適正かつ公平な賦課徴収に向けて、課税客体を的確に捕捉します。
・キャッシュレス納税を促進し、納税者の利便性を向上させるほか、納期内納付の促進や民間委託を効果的に活
用することで現年度課税分の収納対策を実施します。
・滞納整理を推進し滞納繰越分の収納対策を実施します。

市税の収納率の向上

５年間の財政効果

2,941,332 千円

事 業 52-2-1-04

事業目的 　市税収納率の向上及び収入未済額の圧縮を図ります。

収納対策課 税制課 市民税課 固定資産税課

他施策への貢献

事業課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴ 市税の収納率 ％
98.68

(令和６年度)
98.80 98.85 98.90 98.95 99.00

⑵ 収入未済額 億円
34.1

(令和６年度)
34 33 32 31 30

令和12年度に
99.00％

令和12年度に30
億円
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事業内容
　収納率向上のため、口座振替等による期限内納付の促進や滞納整理など、国民健康保険税収納対策を実施しま
す。

国民健康保険税の収納率の向上

５年間の財政効果

838,816 千円

事 業 52-2-1-05

事業目的
　国民健康保険事業の安定的な財政運営を行うために、国民健康保険税の収納率向上を
図ります。

国保年金課 収納対策課

他施策への貢献

事業課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴
国民健康保険税
の収納率

％
94.93

(令和６年度)
95.33 95.53 95.73 95.93 96.11

令和12年度に
96.11％

事業内容
・10区において徴収体制を強化し、介護保険料を滞納している方に対して、職員による電話催告及び催告書の送
付を実施します。
・納付に至らない場合は、財産調査を行い、滞納処分を実施します。

介護保険料の収納率の向上

５年間の財政効果

326,775 千円

事 業 52-2-1-06

事業目的 　介護保険料の収納率の向上を図ります。

介護保険課

他施策への貢献

事業課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴
介護保険料の収
納率

％
98.09

(令和６年度)
98.18 98.26 98.35 98.44 98.53

令和12年度に
98.53％
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事業内容
・文書送付等により口座振替の加入及び様々な支払い方法の案内を行います。
・電話・納付書手渡しなどによる催告を実施します。

保育料の収納率の向上

５年間の財政効果

304,811 千円

事 業 52-2-1-07

事業目的 　保育料の収納率向上を図ります。

保育施設支援課 保育課

他施策への貢献

事業課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴ 保育料の収納率 ％
98.1

(令和６年度)
98.20 98.25 98.30 98.35 98.40

令和12年度に
98.40％

事業内容

　寄附受入れの拡大を図るための取組を推進します。
・さいたま市ふるさと納税及び地方創生応援税制の周知広報を実施します。
・寄附を募る対象となる事業を選定し、ＰＲします。また、寄附金の使途の可視化、明確化を図ります。
・本市の取組や魅力を発信できる多様な返礼品を拡充します。

ふるさと応援寄附の充実と地方創生応援税制の活用

５年間の財政効果

944,100 千円

事 業 52-2-1-08

事業目的
　寄附金の受入れを増やし、財源の確保を図ります。また、地方創生応援税制の活用に
より、本市の地方創生の取組をより一層推進します。

財政課 都市経営戦略部

他施策への貢献

事業課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴

市外在住者から
のふるさと納税
寄附受入額

千円
897,317

(令和６年度)
1,250,000 1,430,000 1,620,000 1,820,000 2,020,000

⑵

地方創生応援税
制に係る寄附件
数

件
19

(令和６年度)
34 41 ― ― ―

令和12年度に
2,020,000千円

令和９年度まで
の２年間で75件
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事業内容
　本市の保有する資産の有効活用を全庁的に推進するために、定期的な未利用地の洗い出しや将来必要となる事
業用地の情報を各所管課と共有して、公募貸付け、売払い及び庁内活用等を行います。
　さらに、既に活用済の市有財産についても、余剰部分の利活用を促進して更なる自主財源の確保に努めます。

未利用資産の適正化と市有財産の有効活用

５年間の財政効果

1,810,000 千円

事 業 52-2-1-09

事業目的 　自主財源の確保及び歳出の削減を行います。

資産経営課

他施策への貢献

事業課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴

利用見込みのな
い未利用地の適
正化による財政
効果額

千円
234,690

(令和６年度)
362,000 362,000 362,000 362,000 362,000

⑵

市有財産の売払
収入、目的外使
用料及び貸付料

千円
1,057,070

(令和６年度)
1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000

令和12年度まで
362,000千円を
維持

令和12年度まで
1,000,000千円
を維持

令和12年度まで
の５年間で20人

令和12年度まで
の５年間で２人

⑵

公立保育園用務
業務・給食調理
業務の民間力活
用による人員効
果

人
０

(令和６年度)
１ ― １ ― ―

⑴

市立学校用務業
務・給食調理業
務の民間力活用
による人員効果

人
７

(令和６年度)
２ ２ １ 10 ５

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業内容
　市立学校及び公立保育園の用務業務及び給食調理業務の民間力活用を推進します。
・計画的に委託化等を実施します。
・委託化等に向けた予算要求、入札及び契約を行います。

学校用務業務及び保育園用務業務等の民間力活用の推進

５年間の財政効果

110,018 千円

事 業 52-2-1-10

事業目的 　民間力活用を推進し、効果的・効率的な管理運営を実現します。

教育総務課 おいしい給食サポート課 保育課

他施策への貢献

事業課
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事業内容

・「外郭団体の更なる健全運営に関する指針」に基づき、毎年度、外郭団体が作成する取組計画について、急速
な社会経済情勢の変化を踏まえた内容、持続可能な組織運営体制の強化に資する内容となるよう指導・調整した
上で、取組状況を把握するとともに、結果について翌年度に評価、公表を行います。
・指針については、必要に応じて、各団体の現状や実態に即した課題等を踏まえた、持続可能な健全運営に資す
る有効かつ実行的な内容に改定します。

外郭団体の健全運営

５年間の財政効果

―  

事 業 52-2-1-11

事業目的
　「外郭団体の更なる健全運営に関する指針」に基づき、毎年度の取組計画を策定し、
ＰＤＣＡサイクルにより外郭団体の健全運営を推進します。

行財政改革推進部

他施策への貢献

事業課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴

取組計画におい
ておおむね目標
を達成した項目
の割合

％
90.9

(令和６年度)
85 85 85 85 85

令和12年度まで
85％を維持

事業内容 ・公の施設に係る使用料見直しの基本的な考え方に基づく、取組を推進します。

使用料・手数料の見直し

５年間の財政効果

―  

事 業 52-2-1-12

事業目的 　施設利用者等の負担が適正となるよう見直します。

行財政改革推進部

他施策への貢献

事業課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴

基本的な考え方
に基づく使用
料・手数料の見
直し

―

公の施設に係
る使用料見直
しの基本的な
考え方の策定
(令和７年度)

公の施設に係
る使用料見直
しの基本的な
考え方に基づ
く見直し

公の施設に係
る使用料見直
しの基本的な
考え方に基づ
く見直し

公の施設に係
る使用料見直
しの基本的な
考え方に基づ
く見直し

公の施設に係
る使用料見直
しの基本的な
考え方に基づ
く見直し

公の施設に係
る使用料見直
しの基本的な
考え方に基づ
く見直し

令和12年度ま
で、公の施設に
係る使用料見直
しの基本的な考
え方に基づく見
直しを継続
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１

※

（※）資金不足が生じていない状態を「―」として表記。

成果指標 実績
最終目標

（令和12年度）

各企業会計における財政指標
資金不足比率

※

「―」
（令和６年度）

資金不足比率
※

「―」

施策 52-2-2

公営企業の健全経営

施策マネジメント局 施策マネジメント課

都市戦略本部 行財政改革推進部

― ―

実施計画事業

52-2-2-03 病院事業の健全経営
　市民が可能な限り地域の中で必要な医療を受けることができる「地域完結型
医療の要」の役割を果たすため、病院経営の改善に取り組み、健全経営を目指
します。

事業コード 事業名 事業目的

52-2-2-01 水道事業の健全経営
　常に信頼されるさいたま市の水道を実現するため、持続可能な水道事業運営
を実施し、経営基盤を強化します。

52-2-2-02 下水道事業の健全経営

項番

１

２

３

資金不足比率（公営企業）…公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化したもの。

　市民・企業に安定的・継続的に下水道サービスを提供するため、下水道事業
の健全な経営を維持します。
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令和12年度まで
110％以上を維
持

⑴ 経常収支比率 ％
115.9

(令和６年度)
110以上 110以上 110以上 110以上 110以上

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業内容

・「さいたま市水道事業中期経営計画」（計画期間：令和８年度から令和12年度まで）の実施、進捗管理及び評
価を行います。
・次期水道事業長期構想（計画期間：令和13年度から令和22年度まで）及び次期水道事業中期経営計画（計画期
間：令和13年度から令和17年度まで）の検討及び策定を行います。

水道事業の健全経営

５年間の財政効果

―  

事 業 52-2-2-01

事業目的
　常に信頼されるさいたま市の水道を実現するため、持続可能な水道事業運営を実施
し、経営基盤を強化します。

経営企画課

他施策への貢献

事業課

令和12年度まで
100％以上を維
持

⑴ 経常収支比率 ％
102.4

(令和６年度)
100以上 100以上 100以上 100以上 100以上

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業内容

・「さいたま市下水道事業中期経営計画」（計画期間：令和８年度から令和12年度まで）の実施、進捗管理及び
評価を行います。
・次期下水道長期計画（計画期間：令和13年度から令和22年度まで）及び次期下水道事業中期経営計画（計画期
間：令和13年度から令和17年度まで）の検討及び策定を行います。

下水道事業の健全経営

５年間の財政効果

―  

事 業 52-2-2-02

事業目的
　市民・企業に安定的・継続的に下水道サービスを提供するため、下水道事業の健全な
経営を維持します。

下水道財務課

他施策への貢献

事業課
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令和９年度に
100.1％

⑴ 経常収支比率 ％
85.8

(令和６年度)
100.3 100.1

次期中期経営
計画に基づき
目標値を設定

次期中期経営
計画に基づき
目標値を設定

次期中期経営
計画に基づき
目標値を設定

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業内容

・「第３次さいたま市立病院中期経営計画【改定版】」（計画期間：令和４年度から令和９年度まで）の実施、
進捗管理及び評価を行うとともに、改定の検討を行います。
・次期さいたま市立病院中期経営計画の検討及び策定を行います。
・地方公営企業法の全部適用への移行も含む経営形態の見直しの検討を行います。

病院事業の健全経営

５年間の財政効果

―  

事 業 52-2-2-03

事業目的
　市民が可能な限り地域の中で必要な医療を受けることができる「地域完結型医療の
要」の役割を果たすため、病院経営の改善に取り組み、健全経営を目指します。

病院財務課

他施策への貢献

事業課
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１

２

　職員一人ひとりが日常的に改善に取り組む組織風土の醸成を図ります。52-3-1-02 一職員一改善提案制度の推進

実施計画事業

52-3-1-03
研修を通じた成長意識の向上と
組織風土の醸成

　様々な行政課題に対応できるよう、「職員の成長」と「組織の成長」を促進
します。

事業コード 事業名 事業目的

52-3-1-01
職場のコミュニケーションの活
性化

　働きがいを向上させるため、職場のコミュニケーションを活性化します。

施策 52-3-1

職員の育成

施策マネジメント局 施策マネジメント課

 都市戦略本部 行財政改革推進部

総務局 人材育成課

70.3％
（令和６年度）

85％

85％

成果指標 実績
最終目標

（令和12年度）

仕事で成長や達成感を感じている職員の割合

改革・改善の風土があると思う職員の割合
69.9％

（令和６年度）

項番

１

２

３
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事業内容

・職場のコミュニケーションを活性化させるために、働きがいに資するミーティングを実施します。
・働きがい向上に向けたテーマを設定した、働きがいに資するミーティングを活用するなどして、継続的な取組
と職員との対話を重ねることで、より良い職場環境を築いていきます。
・効果的なミーティングが実施できるよう、好事例の周知・共有を図ります。

職場のコミュニケーションの活性化

５年間の財政効果

―  

事 業 52-3-1-01

事業目的 　働きがいを向上させるため、職場のコミュニケーションを活性化します。

行財政改革推進部

他施策への貢献

事業課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴

円滑なコミュニ
ケーションが取
れる職場と思う
職員の割合

％
82.6

(令和６年度)
86 87 88 89 90

令和12年度に
90％

事業内容

・日常的に改善に取り組む組織風土の醸成を図るため、業務改善を実施します。
・取組事例の共有化を図るため、業務改善強化月間の設定や改善事例の横展開、庁内改善事例発表会を実施しま
す。
・庁内改善事例発表会の運営・開催内容について、毎年改善を行うことで、職員のチャレンジする気持ちと改善
意欲の更なる向上を図ります。
・職場において様々な業務改善につなげるための研修の開催や他の自治体との交流を行います。

一職員一改善提案制度の推進

５年間の財政効果

―  

事 業 52-3-1-02

事業目的 　職員一人ひとりが日常的に改善に取り組む組織風土の醸成を図ります。

行財政改革推進部

他施策への貢献

事業課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴

チャレンジ精神
を持って、仕事
に取り組むこと
ができている職
員の割合

％
68.5

(令和６年度)
73 76 79 82 85

⑵

一職員一改善提
案制度の報告件
数

件
15,268

(令和７年度)
15,000 15,000 15,000 15,000 15,000

令和12年度に
85％

令和12年度まで
15,000件を維持
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事業内容
・職員の成長意識の向上と成長を支え合う組織風土の醸成につながる内容を取り入れた研修を実施します。
・研修内容の検討、研修の実施、実施後の検証、検証結果を踏まえた研修内容の改善というサイクルを回しま
す。

研修を通じた成長意識の向上と組織風土の醸成

５年間の財政効果

―  

事 業 52-3-1-03

事業目的 　様々な行政課題に対応できるよう、「職員の成長」と「組織の成長」を促進します。

人材育成課

他施策への貢献

事業課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴

研修を受講したこ
とで、自ら成長し
ていこうという意
識が高まった職員
の割合

％
97.4

(令和６年度)
100 100 100 100 100

⑵

研修を受講したこ
とで、他の職員の
成長を支えていこ
うという意識が高
まった職員の割合

％
98.3

(令和６年度)
100 100 100 100 100

令和12年度まで
100％を維持

令和12年度まで
100％を維持
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１

項番

１

２
　社会情勢の変化に対応した人事諸制度を整備し、運用することで、職員の働
きやすさと働きがいの向上を図ります。52-3-2-02

働きやすさと働きがいの向上の
ための人事諸制度の推進

実施計画事業

事業コード 事業名 事業目的

52-3-2-01 働きやすい職場環境整備の推進 　職員の働きやすさや働きがいの向上を図ります。

施策 52-3-2

働く環境の整備

施策マネジメント局 施策マネジメント課

 都市戦略本部 行財政改革推進部

総務局 人事課

73.3％
（令和６年度）

85％

成果指標 実績
最終目標

（令和12年度）

ワーク・ライフ・バランスが確保されていると感じている職
員の割合
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※

令和12年度に
85％

令和12年度に
85％

令和12年度に
85％

テレワーク…デジタル技術を利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方のこと。「tele = 離れた所」と「work = 働
く」をあわせた造語で、本来勤務する場所から離れて働くことをいう。

⑶

テレワーク
※
を

実施したい時に
実施できている
職員の割合

％
48.1

(令和６年度)
60 66 72 78 85

⑵

多様な働き方が
できる職場環境
が整備されてい
ると思う職員の
割合

％
63

(令和７年度)
73 76 79 82 85

⑴

業務負担軽減や
事務の効率化が
図られていると
思う職員の割合

％
67

(令和７年度)
73 76 79 82 85

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業内容

・事務負担軽減や業務効率化に向けて、各業務への積極的なデジタル技術の導入と事務の集約化・委託化等を推
進し、その効果を検証していきます。

・業務の効率化、ワーク・ライフ・バランスの推進等の観点から、テレワーク
※
を始めとする多様な働き方ができ

る職場環境を整備します。
・文書・物品量を削減し、ペーパーレスでの働き方の実践や多様な働き方に対応できる環境を整備します。

働きやすい職場環境整備の推進

５年間の財政効果

―  

事 業 52-3-2-01

事業目的 　職員の働きやすさや働きがいの向上を図ります。

行財政改革推進部

他施策への貢献

事業課

事業内容

・令和７年度にさいたま市人事委員会から報告された「さいたま市版人事・給与制度のアップデート」に取り組
むなど、社会情勢の変化に応じた人事諸制度の整備を進めます。
・働きやすい職場環境整備のため、地域貢献活動等へのニーズを支援する勤務制度の見直し、あらゆるハラスメ
ント対策の強化に取り組みます。特に、カスタマーハラスメントに対しては、国や県の状況を踏まえ、職員を守
るための基本方針を策定し、対策を講じます。
・働きがいのある職場環境整備のため、昇任試験のあり方の見直しを含む昇任昇格運用の見直しに取り組みま
す。
・「第２期さいたま市職員の子育ておもいやり・女性活躍推進プラン」に基づく各事業を通じて、妊娠・出産・
育児・介護と仕事の両立及び女性職員が活躍する職場づくりを進め、全ての職員が活躍できる職場の実現を図り
ます。

働きやすさと働きがいの向上のための人事諸制度の推進

５年間の財政効果

―  

事 業 52-3-2-02

事業目的
　社会情勢の変化に対応した人事諸制度を整備し、運用することで、職員の働きやすさ
と働きがいの向上を図ります。

人事課 職員課 法務・コンプライアンス課

他施策への貢献

事業課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴

育児・介護の両
立支援制度を利
用しやすい職場
と感じる職員の
割合

％
68.1

(令和７年度)
73 76 79 82 85

令和12年度に
85％
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１

５

６

項番

１

２

３

４

56.2％
（令和６年度）

70％

成果指標 実績
最終目標

（令和12年度）

各職場においてデジタル技術の活用や政策立案・事業改善等
にデータを活用できていると感じている職員の割合

施策 52-4-1

ＤＸの推進

施策マネジメント局 施策マネジメント課

都市戦略本部 デジタル改革推進部

― ―

　年齢や障害の有無を問わず市民がデジタル技術の恩恵を享受できるよう、Ｄ
Ｘの推進と両輪の取組として、市民のデジタル技術の活用を支援します。

実施計画事業

52-4-1-03 デジタル技術のガバナンス推進
　ＤＸの推進に必要な効率的で安全・安心なデジタル技術の導入・運用や情報
セキュリティ意識の向上のために、ノウハウの共有、相談・支援体制の整備等
といった取組を行い、本市のデジタル技術のガバナンスを向上させます。

事業コード 事業名 事業目的

52-4-1-01 窓口ＤＸの推進
　オンライン申請の利便性向上や利用促進など、多様化する市民ニーズや新し
いライフスタイルに対応した窓口ＤＸを推進し、市民の利便性を向上させま
す。

52-4-1-06
多様な主体の連携によるデジタ
ル技術の活用支援

　本市が保有する様々なデータの可視化やオープン化を推進するとともに、
データを現状や課題の把握、事業の企画立案、評価改善等に活用できるように
することで、行政の透明性・信頼性・効率性を向上させ、地域課題の解決に貢
献します。

　本市におけるＤＸの推進を目的に、職員全体のデジタルリテラシー向上およ
びＤＸの推進をけん引・支援できる人材の育成を図ります。

　デジタル地域通貨機能を含む、様々な行政サービスや民間サービス等をまと
めた市民アプリを活用し、市民生活の利便性向上、地域経済の活性化及び行政
サービスの向上・効率化を図ります。

52-4-1-05
市民アプリ・デジタル地域通貨
の活用

52-4-1-02 さいたまシティスタットの推進

52-4-1-04 デジタル人材の育成
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事業内容

・運用中の電子申請共同システムの適切な利用や、業務フローの見直し、実際にオンライン申請を利用している
市民・職員の意見を基に、画面の見やすさや使いやすさをこまめに見直し、短い期間で改善を繰り返すこと等に
より、オンライン申請の利便性向上を図ります。
・市民や事業者等に向けた周知啓発を実施し、オンライン申請の利用を促進します。

窓口ＤＸの推進

５年間の財政効果

―  

事 業 52-4-1-01

事業目的
　オンライン申請の利便性向上や利用促進など、多様化する市民ニーズや新しいライフ
スタイルに対応した窓口ＤＸを推進し、市民の利便性を向上させます。

デジタル改革推進部

他施策への貢献

事業課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴

窓口手続のオン
ライン申請利用
率

％
34.2

(令和６年度)
44 48 52 56 60

令和12年度に
60％
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事業内容

・庁内各課に対するデータ分析支援によりレポート化したデータのさいたまシティスタット基盤での庁内共
有、市ホームページでの公開を進めるとともに、データのオープン化を行うための手順を整理し、埼玉県オー
プンデータポータルサイトへのデータの登録、更新を促進します。
・さいたまシティスタット基盤の更なる活用を図るため、手順書やルールを整備し、現状や課題の把握、事業
の企画立案、評価改善等におけるデータ活用の事例を着実に積み重ねます。
・基盤の操作・活用方法や、データの分析・知識・考え方に関する人材育成のための職員研修を実施します。
研修については、求める能力の検討や習熟度に合わせた研修体系を構築するとともに、国の取組等と連携し、
職員の統計能力・政策判断能力の向上に資する取組を実施します。また、研修実施後においても、受講者が研
修内容を業務に生かせるようフォローアップを行います。
・ＡＩ・ビッグデータの戦略的活用については、データとＡＩの好循環に資するよう、質の高い行政データの
オープンデータ化を積極的に進めます。

さいたまシティスタットの推進

５年間の財政効果

―  

事 業 52-4-1-02

事業目的
　本市が保有する様々なデータの可視化やオープン化を推進するとともに、データを
現状や課題の把握、事業の企画立案、評価改善等に活用できるようにすることで、行
政の透明性・信頼性・効率性を向上させ、地域課題の解決に貢献します。

デジタル改革推進部

他施策への貢献

事業課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴
市民に公開した
データ数

件
67

(令和６年度)
80 90 100 110 120

⑵

さいたまシティ
スタット基盤に
掲載のレポート
が活用された件
数

件
259

(令和６年度)
340 380 420 460 500

⑶
データ活用研修
プログラム修了
者数

人 ― 40 40 40 40 40
令和12年度まで
の５年間で200
人

令和12年度に
120件

令和12年度に
500件
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事業内容

・デジタル技術や情報セキュリティに関する悩み、問題解決等のための相談・支援体制の整備、関連文書の整
備、担当者研修等の取組を実施します。
・クラウドサービスの活用も視野に入れた情報システムの統合・共有等の取組を全庁的に行い、ＤＸの推進に必
要な効率的で安全・安心なデジタル技術の導入・運用のための支援を実施します。

デジタル技術のガバナンス推進

５年間の財政効果

―  

事 業 52-4-1-03

事業目的
　ＤＸの推進に必要な効率的で安全・安心なデジタル技術の導入・運用や情報セキュリ
ティ意識の向上のために、ノウハウの共有、相談・支援体制の整備等といった取組を行
い、本市のデジタル技術のガバナンスを向上させます。

デジタル改革推進部

他施策への貢献

事業課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴

デジタル技術に関
する支援策を活用
できたと感じてい
る情報システム所
管課の割合

％
68.4

(令和７年度)
80 80 80 80 80

⑵

情報セキュリティ
研修（情報管理者
向け）の内容を理
解した職員の割合

％
94.1

(令和６年度)
100 100 100 100 100

令和12年度まで
80％を維持

令和12年度まで
100％を維持

令和12年度まで
の５年間で
1,700人

令和12年度まで
の５年間で500
人

令和12年度まで
の５年間で
1,350件

⑶

研修プログラム
必修科目修了者
数

人 ― 250 300 350 400 400

⑵
相談支援等の対
応件数

件 ― 200 250 300 300 300

⑴

ＩＴパスポート
取得者数（準取
得者を含む）

人
113

(令和６年度)
100 100 100 100 100

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業内容

・職員のデジタルリテラシー向上とＤＸの推進をけん引・支援できる人材の育成に向け、ＤＸリーダー等の目指
す人材像に応じた研修プログラムを実施します。
・職員個人のデジタルリテラシー向上・育成にとどまらず、庁内や所属内において習得した知識やスキルを発揮
できる体制を整えます。また、デジタル関連に苦手意識を持つ職員が気軽に相談できる環境づくりに取り組み、
全庁一丸となってＤＸを推進できる体制を目指します。

デジタル人材の育成

５年間の財政効果

―  

事 業 52-4-1-04

事業目的
　本市におけるＤＸの推進を目的に、職員全体のデジタルリテラシー向上およびＤＸの
推進をけん引・支援できる人材の育成を図ります。

デジタル改革推進部

他施策への貢献

事業課
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令和12年度に39
事業

令和12年度に
100事業

⑵

デジタル地域通
貨の連携事業数
（累計）

事業
12

(令和６年度)
50 70 80 90 100

⑴

市民アプリ連
携・データの活
用事業数（累
計）

事業
16

(令和６年度)
25 30 33 36 39

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業内容

・各局等事業と市民アプリの連携・データの活用により、様々な行政サービスを便利で使いやすく提供します。
・各局等事業とデジタル地域通貨の連携により、地域経済の活性化などの地域課題の解決に資する事業を効果的
に実施します。
・各局等の職員に対して、事業連携にかかる説明会・研修等を実施し、連携・活用の好事例を共有します。

市民アプリ・デジタル地域通貨の活用

５年間の財政効果

10,620 千円

事 業 52-4-1-05

事業目的
　デジタル地域通貨機能を含む、様々な行政サービスや民間サービス等をまとめた市民
アプリを活用し、市民生活の利便性向上、地域経済の活性化及び行政サービスの向上・
効率化を図ります。

地域活性化推進課 デジタル改革推進部

他施策への貢献

事業課

令和12年度に
100人

令和12年度まで
90％を維持

令和12年度に
120回

⑶

学生デジタルサ
ポーター登録者
数

人 ― 20 40 60 80 100

⑵

スマートフォン
相談会等事業実
施回数

回
96

(令和６年度)
100 105 110 115 120

⑴

スマートフォン相
談会の来場者のう
ち、デジタル技術
が便利であると感
じる人の割合

％ ― 90 90 90 90 90

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業内容

・各局等事業におけるデジタル技術の導入やデータ連携の取組について、利用者視点に立った課題解決型の伴走支援
により、地域社会のデジタル化を推進します。
・地域ＩＣＴリーダやデジタルデバイド対策分野における連携協定を締結した事業者、学生等の多様な主体と連携
し、デジタル活用に関する講座やスマートフォン相談会を開催します。
・地域ＩＣＴリーダの養成やスキルアップを行い、市内におけるデジタル技術活用支援の担い手を増やします。
・令和10年度を目途に地域ＩＣＴリーダを中心とした推進主体によるデジタルデバイド対策事業の自走化を目指し、
その後も担い手の確保やスマートフォン相談会の開催支援など、市民のデジタル技術の活用を支援します。

多様な主体の連携によるデジタル技術の活用支援

５年間の財政効果

―  

事 業 52-4-1-06

事業目的
　年齢や障害の有無を問わず市民がデジタル技術の恩恵を享受できるよう、ＤＸの推進
と両輪の取組として、市民のデジタル技術の活用を支援します。

デジタル改革推進部

他施策への貢献

事業課
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１

２

25件
（令和６年度）

180件

150件

成果指標 実績
最終目標

（令和12年度）

提案募集方式において国からの対応方針が示された件数（本
市からの提案及び指定都市共同提案等に対する国からの対応
方針が示された件数）及び本市単独での国への要望が実現し
た件数

首都圏の都県市や業務核都市と連携して行った国への要望が
実現した項目数及び九都県市共同の取組が実現した項目数

20件
（令和６年度）

施策 52-5-1

地方分権改革の推進と新たな大都市制度の創設

施策マネジメント局 施策マネジメント課

都市戦略本部 都市経営戦略部

実施計画事業

52-5-1-03 九都県市首脳会議による連携
　首都圏の都市にふさわしい法制度の創設・改正等に取り組み、地域の自主
性・自立性を高めます。

事業コード 事業名 事業目的

52-5-1-01 提案募集制度の活用
　地方公共団体への事務・権限の委譲及び地方に対する規制緩和など、法制度
の創設・改正等に取り組み、地域の自主性・自立性を高めます。

　指定都市にふさわしい法制度の創設・改正等に取り組み、地域の自主性・自
立性を高めます。52-5-1-02 指定都市市長会による連携

項番

１

２

３
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令和12年度まで
20件を維持

令和12年度まで
85％を維持

⑵

提案募集制度によ
る提案件数（本市
からの提案及び指
定都市共同提案
等）のうち、国か
らの対応方針が示
された件数の割合

％
86.2

(令和６年度)
85 85 85 85 85

⑴

提案募集制度によ
る提案件数（本市
及び指定都市市長
会共同提案等）

件
29

(令和６年度)
20 20 20 20 20

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業内容
　提案募集制度により、事務・権限の委譲及び地方に対する規制緩和（義務付け及び枠付けの見直し及び必置規
制の見直し）に係る提案（他自治体との共同提案含む）を、本市単独及び指定都市市長会等との共同で行いま
す。

提案募集制度の活用

５年間の財政効果

―  

事 業 52-5-1-01

事業目的
　地方公共団体への事務・権限の委譲及び地方に対する規制緩和など、法制度の創設・
改正等に取り組み、地域の自主性・自立性を高めます。

都市経営戦略部

他施策への貢献

事業課

事業内容
　指定都市市長会において、事務・権限及び税源の委譲並びに地方に対する規制緩和(義務付け及び枠付けの見直
し及び必置規制の見直し)を含め、指定都市の実情を踏まえた、国への提言・要請等を行うとともに、指定都市で
連携した取組を行います。

指定都市市長会による連携

５年間の財政効果

―  

事 業 52-5-1-02

事業目的
　指定都市にふさわしい法制度の創設・改正等に取り組み、地域の自主性・自立性を高
めます。

都市経営戦略部

他施策への貢献

事業課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴

指定都市市長会
議における提
言・要請等の項
目数

項目
64

(令和６年度)
64 64 64 64 64

⑵

指定都市市長会
議における提
言・要請等のう
ち、国において
一定の措置がな
された項目数の
割合

％
37.9

(令和６年度)
40 40 40 40 40

令和12年度まで
64項目を維持

令和12年度まで
40％を維持

-357-

実
施
計
画
事
業

高
品
質
経
営
市
役
所

第
２
章

第
４
編

Ⅱ  

質
の
高
い
都
市
経
営
の
実
現



令和12年度まで
36項目を維持

令和12年度まで
40％を維持

⑵

九都県市首脳会
議における首脳
提案等件数のう
ち、国において
一定の措置がな
された項目数の
割合

％
36.1

(令和６年度)
40 40 40 40 40

⑴

九都県市首脳会
議における首脳
提案等の項目

項目
36

(令和６年度)
36 36 36 36 36

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業内容
　九都県市首脳会議において、事務・権限及び財源の委譲並びに地方に対する規制緩和（義務付け及び枠付けの
見直し及び必置規制の見直し）を含め、首都圏の都市の実情を踏まえた、国への提言・要請等を行うとともに、
九都県市で連携した取組を行います。

九都県市首脳会議による連携

５年間の財政効果

―  

事 業 52-5-1-03

事業目的
　首都圏の都市にふさわしい法制度の創設・改正等に取り組み、地域の自主性・自立性
を高めます。

都市経営戦略部

他施策への貢献

事業課
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１

実施計画事業

事業コード 事業名 事業目的

52-6-1-01 訪問意向の形成
　本市の強みや優位性、地域資源などについて、ターゲットの特性に合わせ効
果的に情報発信をすることにより、訪問・交流人口の増加につなげます。

施策 52-6-1

地域資源等の発信による訪問意向の形成

施策マネジメント局 施策マネジメント課

都市戦略本部 都市経営戦略部

45.1％
（令和６年度）

70％

成果指標 実績
最終目標

（令和12年度）

首都圏におけるさいたま市に「訪れたい」と思う人の割合

項番

１
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令和12年度に
50％

令和12年度に
40％

⑵

本市に好感を持
つ首都圏在住者
の割合

％
32.6

(令和６年度)
35.1 36.3 37.5 38.8 40.0

⑴

本市の情報を見
聞きしたことが
ある首都圏在住
者の割合

％
40.7

(令和６年度)
43.8 45.4 46.9 48.5 50.0

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

事業内容
・本市の先進的取組や特色ある地域文化資源など本市の強みや優位性について、庁内で連携し、様々な媒体や手
法を活用しながらターゲットの特性に合わせた情報発信を行います。

訪問意向の形成

５年間の財政効果

―  

事 業 52-6-1-01

事業目的
　本市の強みや優位性、地域資源などについて、ターゲットの特性に合わせ効果的に情
報発信をすることにより、訪問・交流人口の増加につなげます。

都市経営戦略部

他施策への貢献

事業課
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１

項番

１

実施計画事業

事業コード 事業名 事業目的

52-6-2-01 定住意向の形成
　本市の住みやすさについて、ターゲットの特性に合わせ効果的に情報発信す
ることにより、定住人口の増加につなげます。

施策 52-6-2

「住みやすさ」の発信による定住意向の形成

施策マネジメント局 施策マネジメント課

都市戦略本部 都市経営戦略部

38.1％
（令和６年度）

60％

成果指標 実績
最終目標

（令和12年度）

首都圏におけるさいたま市を「住みやすい」と思う人の割合
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事業内容

・市外の方に本市に住んでみたい、市内の方に本市に住み続けたいと感じていただけるよう、交通利便性や日常生活
の利便性を始め、教育・子育て環境の充実、都市と自然との共生など、本市の住みやすさについて、様々な媒体を活
用しながら、ターゲットの特性に合わせた効果的な情報発信を行います。
・首都圏在住者を対象とした本市へのイメージ調査を毎年実施し、本市への訪問・定住意向を分析します。
・本市への転入者及び本市からの転出者の意識調査を数年おきに実施し、転出入の理由などを分析します。

定住意向の形成

５年間の財政効果

―  

事 業 52-6-2-01

事業目的
　本市の住みやすさについて、ターゲットの特性に合わせ効果的に情報発信することに
より、定住人口の増加につなげます。

都市経営戦略部

他施策への貢献

事業課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴

本市に住むこと
を検討したこと
のある首都圏在
住者の割合

％
13.4

(令和６年度)
14.0 14.5 15.0 15.5 16.0

令和12年度に
16.0％
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１

項番

１

84.4％
（令和６年度）

85％

成果指標 実績
最終目標値

（令和12年度）

さいたま市に愛着を感じる市民の割合

施策 52-6-3

市民を巻き込んだ情報発信等による市民の地域への愛
着・誇りの醸成

施策マネジメント局 施策マネジメント課

都市戦略本部 都市経営戦略部

― ―

実施計画事業

事業コード 事業名 事業目的

52-6-3-01
市民の地域への愛着・誇りの醸
成

　本市の魅力や住みやすさなどについて、市民を巻き込んで情報発信すること
や、全庁を挙げたシティセールスに取り組むことで、市民の本市への愛着・誇
りを醸成します。
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※

事業内容

・市民に本市への愛着・誇りを感じていただけるよう、交通利便性や日常生活の利便性を始め、教育・子育て環境の
充実、都市と自然との共生など、本市の魅力や住みやすさについて、様々な媒体を活用しながら、ターゲットの特性
に合わせた効果的な情報発信を行います。
・市民を巻き込み本市の隠れた魅力を掘り起こして発信するほか、事業者とも連携した情報発信を行います。
・「シティセールスガイドライン」の考え方を基に、全庁職員のシティセールス力の向上を目的とした研修・支援を
実施します。

市民の地域への愛着・誇りの醸成

５年間の財政効果

―  

事 業 52-6-3-01

事業目的
　本市の魅力や住みやすさなどについて、市民を巻き込んで情報発信することや、全庁

を挙げたシティセールス
※
に取り組むことで、市民の本市への愛着・誇りを醸成しま

す。

都市経営戦略部

他施策への貢献

事業課

目 標 指 標
表示
単位

実 績
各年度の目標 計 画 期 間

最 終 目 標令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

⑴

さいたま市に愛
着を感じる子育
て世代の市民の
割合

％
80.7

(令和６年度)
80 80 80 80 80

⑵

シティセールス
に取り組んだ職
員の割合

％
85.9

(令和６年度)
90 90 90 90 90

シティセールス…地域の魅力を新たに作りながら、それらの魅力を市内外に情報発信することによって、市内では、市民に対して市への愛着や誇り
を醸成しつつ、地域資源の消費を促し、市外からは、人・カネ・企業などの資源を地域に取り込み、結果として、地域の力を高める一連の活動のこ
と。

令和12年度まで
80％を維持

令和12年度まで
90％を維持
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-366-




